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Transformation of the “Privileged Companies” in  
Post-revolutionary Iran 





It is a well-known and well-studied fact that after the 1979 revolution, Iran’s 
economy went through a process of fundamental change and as a result a totally 
different economic system was established. Among the most remarkable changes 
was the emergence of so-called para-statal organizations, which were supervised 
by some institution within the state, while not being controlled by the 
government. Because of their politically strong position, they enjoy many 
privileges such as tax exemption or easy access to credit. 
 
Although deeply regarded as one of the most striking features of the post-
revolution economic system, published studies about para-statal entities have 
been very limited so far. In this paper, I will focus on one of the biggest para-statal 
organizations, Mostaz`afan (Oppressed) Foundation. I will attempt to examine 
the historical and political background behind the formation and transformation 
of this conglomerate, its system of corporate governance, and its economic scale 
and scope over the past 35 years. 
 
 Para-statal conglomerates together with state owned companies are going to 
be the two most important pillars of Iran’s economy in the foreseeable future. 
Understanding their history will not only help us learn about the current 
economic system of Iran, but also give us some insight into the future of the 
economy, too. 
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1979年 2月 11日の革命勝利から 10日後に、「臨時政府」2はパーレビー王室の資産とパー
レビー財団3の資産を管理するために「アラヴィー財団」を設立し、資産の保護と管理に乗
                                                     
1 Nahād-e enqelābī. 
2 ホメイニーの任命を受けてメフディー・バーザルガーンが首相を務めた政府。革命の勝利から







































                                                     
4 ホメイニーの側近を中心に設立された評議会。第 1 回イスラーム・ショウラー議会の選出まで
は立法府の役割も果たしていた。 
5 Khomeinī, Rūhollāh, Sahīfe-ye Nūr (ホメイニー演説全集), Vol. 3, p.361, Mo’assese-ye Nashr-e 
Āsār-e Emām Khomeinī, Tehrān (1994). 
6  Khomeinī, Rūhollāh, Sahīfe-ye Nūr, Vol.7, Mo’assese Nashr-e Āsār-e Emām Khomeinī, 
Tehrān (1997), P.140. 
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相が 1985 年 2 月にテクノクラート志向の強い予算企画庁次官のマザーヘリーを財団の総裁
                                                     
7 財団設立から 1 年以内に総裁は二度も交代した。さらにキャリーミーが総裁代理になるまでに
8 か月間にわたって財団には正式な総裁がおらず、その経営は混乱に陥っていた。 
8 Bonyād-e Mostaz`afān, Bonyād dar ā’īne-ye tārīkh（『歴史にみるモスタズアファーン財団』）. 
Tehrān (1997), p.56. 
9 Bonyād dar ā’īne-ye tārīkh, p.164. 
10 Hamīd Kāviyānī, Bāzkwhāst az qodrat, NashrĀgāh. Tehrān (2000), p.71. 
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1989 年はモスタズアファーン財団にとって大きな転換点となった。創設からほぼ 10 年が
経ち、財団は膨大な資産を所有または管理するようになっていた。その中には採算性の悪い






























ざるを得なかった。そしてその手段の 1 つが財団に対する監督権であった。 


































































                                                     
11 Ali A. Saeidi, The Accountability of Para-Governmental Organizations (bonyads): The Case 
of Iranian Foundations, Iranian Studies, Vol. 37, No. 3 (Sep., 2004), pp. 479-498). 
12 Suzanne Maloney, "Agents or Obstacles? Parastatal Foundations and Challenges for Iranian 
Development," in Iran's Economy: Dilemmas of an Islamic State (ed. ParvinAlizadeh, I.B. 
Tauris, 2000). 
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相は 1982 年 9 月に自ら財団の本部に出向いて、新総裁代理に財団の傘下企業やその他の団
体に関する「厳格かつ迅速」な会計検査の実施を命じた14。その後も議会側からの働きかけ




















                                                     
13 Sāzmān-e Barnāmeh va Būdje, Qānūn-e Būdje Sāl-e 1360（1981 年予算法）, Tehrān (1982). 
14 Bonyād-e Mostaz`afān, Sāzmān va tashkīlāt-e Bonyād-e Mostaz`afān, Tehrān (1984). p.3. 
15 Sāzman-e Barnāmeh va Būdje, Qānūn-e Būdje Sāl-e 1362（1983 年予算法）, Tehrān (1984). 
16 Qānūn-e tashkīl-e Sāzmān-e Hesāb-rasī（会計局設立法）（1983 年 3 月 26 日）：
http://rc.majlis.ir/fa/law/show/90824 
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第 98 条は、議会の「第 88 条および第 90 条委員会」に対し、毎年モスタズアファーン財団
を含む一部の「革命組織」の内部を調査して、その報告書を最高指導者と議会に提出するこ
とを義務付けた。仮にこの規定が実行されれば財団の透明性はかなり向上していたはずだっ
                                                     
17 Resālat, October 3, 2006. 
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モスタズアファーン財団の最初の定款は 1979 年 6 月に作成され、「革命評議会」の承認を
得て効力を持ったが、それから 4 度も改定されて、その最新版は 2004 年のものである。そ
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2000 年代のハータミー政権の第 2 期目には、石油依存度の高い歳入構造を安定させるた
めに税収を増やす目的で、「予算行政庁」が国会議長を通じてモスタズアファーン財団を含
む複数の財団の納税免除制度の廃止を最高指導者に申し入れた。そして彼からゴーサインを
                                                     
18 Bāzkhwāst az qodrat, p.22. 
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もらった後交渉に入り、免税特権を受ける財団のリストを 7 機関まで縮小することができた
が、モスタズアファーン財団はその 7 機関の 1 つだった19。政府がなぜ最高指導者に申し入




























                                                     
19 Sharq, January 1, 2004. 
20 Bonyād-e Mostaz`afān, Shenāsnāmeh-ye Bonyād-e Mostaz`afān, Tehrān (1986). 
21 Keihān, Feburary 26, 1987. 
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社に上った傘下企業を 10 年間で半分の 400 社まで減らしたというが23、その多くは生産停
止に追い込まれていた中小企業であった。具体的には、財団の「農業・食糧産業グループ」


















                                                     
22 Payām-e Emrūz, No.8, September 1995. 
23 Payām-e Emrūz, No.21, January 1998. 
24 Īrān, March 14, 2000. 
25 Touse`e, May 23, 2001. 
26 Payām-e Emrūz, No.21, January 1998. 
27 Payām-e Emrūz, No.8, September 1995. 
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場、保険市場および IT 市場への参入意思を明確にした30。2000 年代後半に欧米による経済
制裁が厳しくなって外国資本によるイランの石油ガス分野への投資が激減すると、財団は石
油開発への進出を本格化しようとした。そこで、エネルギー分野の持ち株会社である「エネ
ルジー・ゴスタル・スィーナー社（SINA Energy Development Co.: SEDCO）」の傘下の開
発企業は 2006 年にロシアのタト・オイルと合弁会社をつくり、入札なしにバンゲスターン
油田の開発を受注した。しかし、ロシア側の撤退もあって結局同油田の開発は実行されな











                                                     
28 Arzeshhā, No.165, May 2000. 
29 Bonyād, No.405, May 2003. 
30 Bonyād, No.409, September 2003. 
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（Saudi Basic Industries Corporation: SABIC）やサウディ・ビンラディン・グループ








と、財団などの特権企業はイランの GDP の 30％を占め、またモスタズアファーン財団単独
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のシェアは 5.7％に達するとされている31。これは 10 年近く前の数字であり、現在は少なか
らず変化している可能性が高い。 
現在、イラン経済の中で圧倒的な経済規模を誇っている財団であるが、傘下事業の数や業
種構成は、大きく変化してきた。1980 年 4 月のハームーシー総裁の発表によると、当時の





（64 社）、農業（60 社）、建設業（101 社）、文化関連（25 社）、商業（238 社）、農園・農業
（412 件）、不動産（2786 件）34。 
1986 年に発表された財団傘下企業の名前と基本情報を纏めた資料によると 1985 年の時点
で没収された 1,143 社（または件数）に加えて、1,698 社（または件数）が、経営者不在な
どの理由で一時的に財団の管理下に置かれていた。没収された企業の内訳は、農場・農地
592 件、鉱工業 300 社、商業（サービス業）81 社、建設・住宅建設 48 社、文化施設（映画
館）87 社、そしてホジャブル・ヤズダニー35の資産 35 社であった。傘下企業には、さらに
財団自らが設立した 69 社が加わることになる36。 
1990 年代のラフィーグドゥースト総裁時代には、財団は傘下企業に関する詳細な情報を
開示しておらず、正確な企業数などは明確でない。しかしラフィーグドゥーストが総裁ポス







                                                     
31 Sarmāyeh, June 20, 2006. 
32 当時の為替レートで換算すると 2 億米ドル近い金額となる。 
33 Bonyād dar ā’īne-ye tārīkh, p.64-67. 
34 Bānk-e Markazī（イラン中央銀行）, Barrasī-ye tahavvolāt-e eqtesādī-ye keshvar-e ba’d az 
enqelāb（革命後のイラン経済の分析）, Tehrān (1984) p.268-270. 
35 バハーイー教徒のホジャブル・ヤズダニーの全財産は革命法廷の決定により没収され、その後すべて
の管理はモスタズアファーン財団に任せられた。 
36 Shenāsnāmeh-ye Bonyād-e Mostaz`afān. 
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2013 年には表 1 の通りに傘下企業の数が 225 社となっている。ただしこれはあくまでも集
計上の問題であり、傘下企業の数の変化は必ずしも財団の経済活動の実態を反映してないこ
とに注意しなければならない。一方、この数年の財団すべての傘下企業で売上順位のランキ
ングでトップ・テンを占めている企業を業種別に整理してみると、金融業が 3 社（1 位、5





                                                     
37 Tābnāk Website （2010 年 5 月 29 日）. www.tabnak.ir/fa/pages/print.php?cid=101174 
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本部 5 社 
資産・不動産 3 社 
パールスィアン観光・エンターテイメント 19 社 
パールス肉・牛乳・酪農インヴェストメント 16 社 
ペイヴァンド・フェルドース・パールス農業開発 14 社 
スィーナー・食品産業発展ホルディング 12 社 
ザムザム・イラン 13 社 
角砂糖パーニード・パールス・インヴェストメント 7 社 
スィーナー産業パーヤ開発 11 社 
パールス木材産業ホルディング 7 社 
ベフラーン石油 3 社 
パールス洋服産業インヴェストメント 5 社 
スィーナー電子開発 4 社 
パールス・ラフネガール 9 社 
エネルジー・ゴスタル・スィーナー（スィーナー・エネルギー開発） 8 社 
アーティエサーザン企画マネージメント 7 社 
スィーナー投資・金融ホルディング 7 社 
テヘラン・北ハイウェイ建設 1 社 
イラン住宅・開発 9 社 
アラヴィー財団 6 社 
サバー・エネルギー＆電力産業 17 社 
パーヤ・サーマーン・パールス 9 社 
カーヴェ・パールス鉱業開発 16 社 
スィーナー銀行 3 社 
アラヴィー都市開発・エンジニアリング・サービス 3 社 
スィーナー・チェーンストア開発 2 社 
その他 9 社 





料によるとその人数は大方 3.5 万人から 4 万人の間で推移していた。財団全体の従業員数は
1980 年代に膨張し、1990 年代には約 15 万人に達したという推計もある38。2000 年代にな
ると財団は企業の解体や民営化を通じて事業のリストラクチャリングを行い、これに伴って
従業員の人数は減少傾向を辿った。当時の副総裁アーレ・エスハークによると、2000 年頃
                                                     
38 Oxford Analytica, IRAN: Bonyad Reorganization, (July, 1999). 
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の従業員数は 6 万人であった39が、2009 年にはその数は約 3.2 万人にまで縮小した。財団の
従業員数はほぼ 10 年間で半分近くまで減少しており、そして 20 年前と比べると少なくとも





以降の生産高の推移を固定価格で算出し公表している。図 1 でもみられるように 2001 年度











                                                     


















2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
図1：財団の生産高の推移
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おわりに 
以上、モスタズアファーン財団を事例に、イラン・イスラーム共和国における特権的な複
合企業の変貌の歴史とその政治力および経済規模を確認した。確かにモスタズアファーン財
団はこの 30 数年の間に大きく変化してきた。創設時から抱えていた制度的な矛盾や組織の
存在意義問題は一応の解決をみた。そして事業の採算性を強く意識したことによってリスト
ラクチャリングを行い、経営の透明性もある程度確保するようになった。これからのイラン
経済を考えた場合、財団の安定的な成長はイラン経済の発展に大きく寄与するだろうと言い
得る。 
しかし今日の財団は農業や製造業やサービス業の様々な分野で大規模な事業を展開し、ほ
とんどの市場においても支配的地位を占め、しかも必要な資金のかなりの部分を内部から調
達できるようになっている。1 つの複合企業にこれほどの経済力が集中することは、決して
望ましいことではない。大企業への経済力の集中は極端な富の偏在をもたらしたり、公正な
競争を妨げたりして、不公平な経済システムを生むだけではなく、中期的な経済・政治・社
会安定を脅かす要因にもなりかねない。 
日本の財閥や韓国のチェボルが示しているように、複合企業に支配された経済は、ある一
定の歴史的局面において持続的・安定的な成長と発展を遂げることが可能である。しかしそ
れは、複合企業間にある程度の競争が存在していることが前提条件である。石油収入が国家
によって独占され、多くの国有企業が存在しているイランのような経済体制の下では、強大
な政治力をもつ複合企業の存在は遅かれ早かれ市場に様々な歪みをもたらすことになるだろ
う。現状においては、モスタズアファーン財団をはじめとする特権的複合企業の抜本的な改
革の可能性は非常に低いと言わざるを得ない。そこで少なくとも、独占禁止法のような法律
の整備によって複合企業や国有企業の間の競争を促し、これ以上の経済力の集中を妨げるべ
きであろう。 
 
 
 
